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米国における地方構造

County

Municipal
ity

Special 
District

州の下部機関としての
位置付け。くまなく設置
され、裁判、治安維持、
保健・医療、教育等。主
に自治体の未設立地域
の面倒をみる。

住民の要請により設立。土地
利用に関する権限を有する他、
インフラ整備、ゴミ処理など生
活に身近な行政サービスの提
供主体。

一つ又は少数の行政目的
のために設置される。

Council of Governments カウンティ、自治体、特別区等の代表が会
員となり、広域的な問題について協議し、
計画策定する機能を有する。
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アメリカにおける
地方政府財源の内訳

受益者負担の構造



Special Districtを
用いたまちづくり

• 通常と異なる課金（税）が行
われたり、税配分方法が異
なったり、そのための組織が
設置されたりする地域。一種
の特区。

• 局地的に受益者負担金を課
す際に、しばしば設置される。

• 地方政府の一種に位置づけ
られるものもある。

公共施設・

サービスの

提供を決定 

第一段階：事業

主体を決定 

第二段階：受益

者を特定 

第三段階：費

用徴収方式

を決定

MunicipalitySpecial 
District 

受益範囲を特

定可能 
受益範囲を特定

不可能 

サービス

利用者 
地価上昇や環境

向上の恩恵を受

ける資産所有

者、住民 

新たな社会

基盤需要を

作り出す新

住民 

整備される

社会基盤の

利用可能者

（全住民） 

利用料 間接費、

受益者負担金 
影響料

（ｲﾝﾊ ｸ゚ﾄ･ﾌｨｰ）

資本費

図－５ 特別区の費用徴収方式

出典：Porter Douglas R., “Special Districts: A Useful Technique for Financing 
Infrastructure, second edition,” p.26. 
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 図－２ 広さと独立性による特別区の分類

広さ

都市圏

① 公益事業、

広域計画 ①～② 

公共施設・サービス

独立性 高

①～②コミュニティ施設･
③再開発事業

 近隣

身近な公共サービス



特別区（Special District)を用いた
地区レベルの事業制度の例

集客力と売り上げの
向上→資産価値向上

治安維持、美化、ﾏｰ
ｹﾃｨﾝｸﾞ等

負担金

資産所有者、事業主

Business 
Improvement 
District

Community 
Development 
District

制度名称

期待される事
業効果

負担金負担形態

生活の利便性向上
→資産価値向上

共有空間の整備・
維持管理、周辺の
街路改善等

対象となる事
業

資産所有者自発的負担者

私的セクターの自発的「負担」を前提にしたまちづくり事業



特別区を用いたまちづくり（事例）

従来型のＳＤの事例

• コミュニティ開発地区（フロリダ州）

– 原則として地権者による100％の合意が必要。地区内の
公共スペースの整備・維持管理を担当。

– 郊外の良好な住宅地の管理を担当する。

– 現在、州内に１１６地区。

• コミュニティ改善地区（ジョージア州）

– 資産所有者の75％以上の合意により設立可能。地区内
の道路、歩道、街頭などのインフラ整備を実施。

– 郊外の商業・業務地域での設立が多い。

– 現在、州内に７８地区。



CID in Georgia
Buckhead Community Improvement District

設立年 1999年（1991年の州法に基づく準政
府組織）

場所 Buckhead（アトランタ市東部のオ
フィス・商業地域）

財源 住宅以外の資産所有者の負担金
（資産評価額の0.3%）による。
年間 2,200万ドル。

主な事業
（１）ピーチツリー・コリドー計画（渋滞緩和、歩行
者優先交通体系への転換）
（２）交差点の改善
（３）地区内のアクセス向上計画

事業の進め方
別働隊としての地区交通マネジメント組合を設置、
州や自治体と協働して上記の事業を進めている。



Lake St. Charles Community 
Development District

CDD in Florida

根拠 1980年のフロリダ州ＣＤＤ法

場所 フロリダ州西岸・ヒルズボロ郡の郊外新興
住宅地

財源 年間約55万ドル（主財源は負担金。）

組織 公選による管理人会が統括、地区マネ
ジャーは外注。

＊本地区を含め、フロリダ州における多くのＣＣＤが、
開発時から既に設置されていたもの。（批判有り）

事業内容

コミュニティ外観計画に基づくメインテナンス

クラブハウス、プール、テニスコートなどの維持管理

街頭のメンテナンス

治安維持・パトロール



特別区を用いたまちづくり
表－３ コミュニティ開発特別区の州設置法における主な規定 
（○は該当する、×は該当しない、－は特に規定なし。「―」の場合も、市条例によって詳細が定められる場合がある。） 

 ｲﾘﾉｲ ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ ｹﾝﾀｯｷー  ｵﾊｲｵ ｵｸﾗﾎﾏ ﾌﾛﾘﾀ゙  ｼ゙ ｮー ｼ゙ ｱ ｺﾈﾁｶｯﾄ ｱﾘｿ゙ ﾅ ﾆｭー ｼ゙ ｬー

ｼ゙  ー
ｳ゙ ｧー ｼ゙ ﾆ

ｱ 
ｱﾗｽｶ 

特別区総数 1) 3068 3010 637 592 552 526 473 387 304 281 156 14 
特別区の名称 2) S S A PBIA MD SID ID CDD CID SSD CFD SID SD SAD 

請願（及び必

要割合） 
― ○ 

負担

50％ 

○数

33%、

面積
51% 

○面積

75%、

間口幅
60% 

○数か

負担の

50％ 

○
100 % 

○数

51%、

価値
75% 

― ○ 
面積 
25% 

― ○数 
50 人

か 50%

○ 
負担

50％ 

検討開

始者 

行政 ○ ○ × × ○ × × ― ○ ○ ○ ― 
積極的投票に

よる 
× × × × × × ― ○51% × ×3) × × 合意確

認方法 
(及び必

要割合)
消極的支持に

よる 
○51% ○51% ○51% × ○51% × ― × ○4) × ○51% ○ 

独立組織有 ○ ○ ○ ○ × ○ ― ○ ○ ○ ○ ― 意思決

定者 公選で決定 × × × ○ × ○ ― ○ × × × ― 
独立機関有 × ○ ― ○ △5)  ○ ― ○ ― ○ ○ ― 運営機

関 職員雇用 ○ ○ ― ○ △ ○ ― ○ ― ○ ― ― 
税金 ○ × × × × ○ ○ ○ ○ × ○ × 
負担金 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 

主な財

源 
債務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 
基準に裁量有 ― ○ ○ ○ ○ ○ ○6) ― ○ ○ ○ ○7) 負担金 
行政が徴収 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

サービス内容 8) a,b,c,d,
e,f,g,h 

a,e,d,g,
h 

a,e,f,g,
h 

a,d,e,f,
g,h 

a,b,c,d,
e,h 
 

a,b,c,d,
e,h 

a,b,c,d,
e,h 

a,d,e,f,
g,h 

a,f,g,h a,e,f,g,
h 

a,b,c,d,
e,f,g,h 

a,b,c,d,
e,h 

サンセット有 ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 
請願解散（及び必

要割合） 
○ × ○75% ○20% ― × ― △選挙

で

51％ 

○100 
% 

× ○― ○50%
解散

解散命令  ○ ×9) ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
1)1997 年 Census of Government, vol. 1, table3 による数。2)名称：SSA＝Special Service Area, PBIA=Parking and Business Improvement Area, MD=Management District, 
SID=Special Improvement District, ID=Improvement District, CDD=Community Development District, CID=Community Improvement District, SSD=Special Service District, 
CFD=Community Facility District, SD=Service District, SAD=Special Assessment District. 3)行政が必要性を判断して認可する。4)これを踏まえて、特別区によって利

益を得ない人を外す等の調整が行われる。5)市議会が入札で事業運営を委託する機関を決定する。6)評価額の 2.5%が上限。7)サービスによって異なる基準が設

定されている。8)サービス内容：a.道路、歩道、街灯等、b.排水路、洪水対策、c.下水関連、d.公園、娯楽施設等、e.駐車場、f.清掃・警備、g.産業振興、h.その他。

9)但し、市議会の命令又は資産所有者 51%の請願によって業務停止となる。 

意思決定・運営に関する特徴

・ 受益期待者の要請による設置 ⇒ 行政の誘導ではない。

・ 地区レベルで独立した運営主体がつくられる。 ⇒ 既存団体の権限拡大

ではない。

・ 負担者の多数決による意思決定 ⇒ トップダウンではない。

・ 時限的な仕組であり、期待した成果が出たら（或いは効果が出なけ
れば）解散する仕組みがある。

・ 準政府機関として、低利の免税債の発行が可能。



ＢＩＤ～ダウンタウンで
民間主体のマネジメントを促進

Business Improvement Districtとは

・ BIDとは、地域活性化の事業を進めるために、地域内の合意を
基礎に設立される準政府で、州法及び条例に基づく。
・ 主に、都市の中心部に設置。
・ 運営は、ＮＰＯなど民間団体が多い。地区マネジャーを有給で雇
用する。
・ 地域内で強制的に拠出される負担金を主財源とする。
・ 但し、BIDの設立は、それを希望する地域に限る。

– 活動内容は様々。
• 清掃、治安維持等のメインテナンス
• イベント実施、コミュニティバスの運行等の地域振興事業
• 土地利用調整、デザインコントロール等、地域内の調整
• データ整備、テナント誘致などのマーケティング
• 政策提言活動



ＮＹ市のBID事例（１）
グランドセントラルBID（1985～）

ＮＰＯ名：Grand Central Partnership

年間予算：約1000万ドル（全米最大）

主な事業：清掃、警備、地区整備（歩行者
空間の改善、植栽、街路灯の整備、
統一したゴミ箱や新聞・雑誌販売機
の設置、ファサード改善指導）、新規
テナントの確保、イベント実施（地区
内のウォーキングツアー開催）、ホー
ムレス生活支援事業など

特徴：基盤整備・歩道やファサードのデザ
イン統一によって、それまでのゴチャ
ゴチャした地区イメージの改善に成
功した。ブランド店、レストランなどの
出店が進んだ。



ＮＹ市のBID事例（３）
ハーレムBID（1994～）

ＮＰＯ名：125th Street Business Improvement District
年間予算：約27万5千ドル
資産所有者数：約100

主な事業：美化、観光振興、地区マーケティング、新規テナ
ントの確保、事業者への技術指導、イベント（ジャズ・ラ
イブ、ストリート・ライトアップ事業）の実施等、警備に関
しては街灯の増加プログラム

特徴：連邦のエンパワーメント・ゾーン指定との
相乗効果



日本における
まちづくりの方向を考える

• 地域の課題の複雑化と官民連携の進展
– 公共サービスの効率化と有効性の向上（民営化、委託）

– 地域の共助による＋αのまちづくり（自警団、共同清掃
等）

• 受益と負担のあり方を考える必要性
– 行政が担うべき範囲とは → 地域におけるシビルミニ

マム

– 付加的サービスへの応益性 → 自助型まちづくり

– 政策への貢献度 → インセンティブ活用



受益者負担の考え方とその変遷

政府は、事業者の私益と公益が同時
に確保されるような仕組を整備し、私
人は、この仕組を活用して、公益を十
分に考慮した事業を行う。

公共問題に
私人が関わ
るインセン
ティブとして
の受益者負
担

1970～現在住居、

業務ともに郊外化が
進み、都市中心部
の衰退が深刻化し
た時期。都市財政も
厳しい。

第3期

政府は、私人が自らの負担で行う事
業に制度的な担保を与え、私人は、
自助努力で基盤整備を行う。

受益者負担
による自助
（共助）努力
へのシフト

自家用車の普及に
伴い、中高所得者の
郊外移転が進んだ
時期。

第2期

政府は責任をもって事業を実施し、私
人はそのために求められる負担を支
払う。

例外的に特
別な利益を得
る者に応分の
負担金を課す
考え方。

都市化に伴い、道路
や公園など基盤整
備が求められた時
期。

第1期

政府・民間の役割分担考え方背景時期



共助型まちづくり
ー住民参加型まちづくりコミュニティの形成

●地権者が中心になって実施する開発後の地域の維
持管理

例）汐留地区、船橋市坪井地区、千葉県鎌ヶ谷駅前等

●地域主導の市街地活性化事業
例）丸の内、横浜、御堂筋、等々

↓

地区運営の枠組みが求められている。
・地権者、事業者、住民等から広く会費を募るNPO方式が主
流。（地権者からの負担金方式は、汐留地区の中間法人に
見られる。）

・官民の連携方法は模索中。



地区運営の仕組みに関して
検討すべき事項

• 地域内の共助に関して
– 誰が利益を得ているのか？地域に対する責任と権利を有

するのは誰か？（受益・負担の関係の明確化）
– 開放型のまちづくりを行うための仕掛けづくり（多様な主

体の参加促進）

• 自立した地区運営の実現に向けての政策
– 地区運営組織の位置づけの明確化
– 「街の共益費」概念の導入と制度化
– 官民連携の仕組みを模索する必要

• 地区運営団体による公共空間の利用促進
• マッチング補助金による自立促進



コミュニティ運営のイメージ

コミュニティ組織

(地権者主体）

まちづくりNPO
（専任職員有）

行政連携

周辺住民・来街者

ボランティア

事業者

母体

参加・支援
参加・支援

支援


